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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.1】 

 ICT を活用した地域保健医療ネットワー

ク基盤整備事業 

【総事業費】 
23,728 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 一般社団法人沖縄県医師会 

事業の期間 平成 28 年 9 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 高度急性期から慢性期及び在宅医療まで、切れ目のない

医療提供体制の構築のためには、各期における医療情報を

円滑に共有するための地域医療ネットワークが必要であ

る。 

アウトカム指標：地域医療ネットワークへの医療機関の加

入施設数：235 カ所 

事業の内容（当初計画） ・各期における効率的な医療の提供を行うため、患者の特

定健診のデータに加え、受診歴や処方歴、診療（治療）計

画を迅速に参照し、共有できるシステムを構築する。 

・在宅医療施設及び介護事業所等で効果的な情報共有を実

現するコミュニケーションシステムを構築する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域医療連携ネットワークへの県民の加入登録者数： 

 約 60,000 人（県民の約５％） 

アウトプット指標（達成

値） 

・地域医療連携ネットワークへの県民の加入登録者数： 

 27,189 人（H28 年 3 月 31 日現在） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・地域医療連携ネットワークへの医療機関の加入施設数： 

 193 施設（H28 年 3 月 31 日現在） 

 

（１）事業の有効性 
特定健康診査の結果を基本情報に、各医療機関における

検査結果や地域医療連携パス情報、また医療機関や各医療

保険者が行う特定保健指導情報等を集積及び共有し、県民

への適切な保健指導や医療勧奨、治療等を行う体制が整い

始めた。 
（２）事業の効率性 



   

16 
 

 県や医療保険者、大学や各医療関係団体等と一体となっ

た健康情報の集積及び重症化予防施策等を展開すること

で、効果的かつ効率的な事業展開が可能となる。 
 
 

その他  ネットワーク加入医療機関を増やすために、医療機関担

当者への説明会や機能拡充を図る必要がある。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.2】がん診療連携拠点病院等の患者に対す

る歯科保健医療推進事業 
【総事業費】 

5,226 千円 
事業の対象となる区域 北部・中部・南部・宮古・八重山 

事業の実施主体 琉球大学医学部附属病院 

事業の期間 平成 28 年 8 月 10 日～平成 29 年 3 月 31 日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化、地域医療との連携を推進するにあたっては、手

術前後や退院後の一連の口腔管理をスムーズに行い、患者の主治

医、歯科医師、看護師ならびに歯科衛生士間の連携や退院後の地

域歯科医療機関との協力が不可欠である。 
アウトカム指標：周術期口腔機能管理の連携支援を実施できる医

師、歯科医師を県内に育成できる。実施医療機関数は平成 27 年

0 か所→平成 28年 5 か所程度に増加を図る。 

事業の内容（当初計画） 沖縄県内のがん診療連携体制・在宅医療環境の充実を図るため、

歯科医師及び歯科衛生士を配置し、地域の歯科医師等を対象とし

た研修会等を開催し、地域歯科医療機関と連携を図る事業であ

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病床の機能分化、連携を図るため、周術期口腔機能管理の連携支

援を実施できる歯科医師3人の確保。  

アウトプット指標（達成

値） 

琉球大学附属病院にがん患者に対する周術期口腔機能管理を行

う歯科医師 1 名、歯科衛生士 1 名を確保し、月平均約 40 名の口

腔機能管理を実施している。また、病床の機能分化と連携を図る

ために院内口腔ケアリンクナース 17 名を養成した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

口腔ケアリンクナース：平成 28 年 17 名 

周術期口腔機能管理実施患者数の増加：40 名/月 

（１）事業の有効性 
本事業の開始によって琉球大学医学部附属病院のがん患者に

対する周術期口腔機能管理体制の整備が推進され、歯科医師なら

びに歯科衛生士の増員および関連病棟のがん患者に対する口腔

機能管理の意識向上が図られた。その結果、手術前後や退院後の

口腔機能管理がスムーズに行われ、口腔ケアが実施されるがん患

者の増加が見られた。また、がん患者の病態やケア知識の向上な

らびに口腔ケアの習得を図るための開催された教育研修会は、看

護師ならびに歯科医師の口腔ケア技術向上に役立ったものと思

われる。 
今後は、これら関連各部署の連携を強化するとともに、地域ネ

ットワークの向上を図るために沖縄県歯科医師会ならびに沖縄

県口腔ケア研究会と共同事業を開始することになった。 
（２）事業の効率性 
本事業による口腔ケア関連機器の調達は、がん患者の口腔ケア

の技術習得ならびに向上に対して効率的な執行を可能にしたと

考える。また、沖縄県歯科医師会会員に対しての講演会の開催は、
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地域ネットワークの構築の整備の効率性に有意義であった。 

その他 沖縄県の周術期口腔機能管理の意識向上とネットワーク構築

を幅広い地域で推進していくために、琉球大学医学部附属病院の

医師と歯科医師が協力し、地域の歯科医療者（歯科医師、歯科衛

生士など）を対象に研修会や講演会を開催することが効果的であ

ったため、今後の事業においても積極的に実施し、地域の歯科医

療者との連携強化を図る。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.３】 

 病床機能の分化・連携を推進するための

基盤整備事業 

【総事業費】 
675,000 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる回復期機能の医療需要に適切に対

応するため、不足が見込まれる回復期病床の確保が必要。 

アウトカム指標：沖縄県内で 2025 年に不足する回復期病床

約 3,000 床の確保。 

事業の内容（当初計画） 急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービス

を地域において総合的に確保するため、病床の機能分化、

連携を推進するため、地域包括ケア病棟等へ転換に係る施

設・設備の整備を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟の増

加：180 床 

アウトプット指標（達成

値） 

平成２８年度は未実施 

事業の有効性・効率性 平成２８年度は未実施 

（１）事業の有効性 
 

（２）事業の効率性 
 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設または設

備の整備に関する事業  
事業名 【NO.４】院内助産所・助産師外来整備事

業 
【総事業費】 

2,228 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 
事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

妊婦の多様なニーズに応え、地域における安全、安心なお

産の場を確保し、産科医の負担軽減を図るため、正常な経

過をたどる妊婦の健診・分娩を助産師が担う院内助産所、

助産師外来の設置を促進する必要がある。 

アウトカム指標：沖縄県内で、2025 年に不足する回復期病

床約 3,000 床の確保 

事業の内容（当初計画） 院内助産所や助産師外来を開設使用とする産科を有する病

院・診療所の増改築・改修や、体制整備に必要な備品の設

置に対する経費の支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

院内助産所・助産師外来に必要な設備整備費の補助件数：

１カ所 

アウトプット指標（達成

値） 

院内助産所・助産師外来に必要な設備整備費の補助件数：

３カ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：県内で産科・婦人

科を有する医療機関数に対する院内助産所・助産師外来設

置施設割合。（48％→上昇） 
観察できなかった 

観察できた → 院内助産所・助産師外来の設置施設割合

は 50％を維持しており、目標を達成している。 
（１）事業の有効性 
医療機関において、院内助産所・助産師外来を設置し、

正常経過の妊産婦の健康診査等を助産師が自立して行うこ

とは、助産師の専門性を高めるとともに、産科医師の負担

軽減を図るのに有効であった。 
（２）事業の効率性 
院内助産所・助産師外来の開設には、改修や医療機器等

の購入等の経費負担が発生することから、それに対し助成

することは効率的な開設の促進につながったと考える。 
その他  

 



   

21 
 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.5】がん医療提供体制充実強化事業 【総事業費】 

11,520 千円 
事業の対象となる区域 北部・中部・南部・宮古・八重山 

事業の実施主体 琉球大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年１０月２０日～平成３０年３月３１日  

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県における病理診断は、地域完結型医療を目指すために

は必須であるものの、本県の地域中核病院の多くが病理医不

在である。このため、病床の機能分化、連携を推進するにあ

たって、がん医療提供体制の均霑化が課題となっており、病

理診断の連携および診断を補完する免疫染色等の集約といっ

たICTを活用した医療連携を推進する必要がある。 

アウトカム指標：本県地域医療構想における全地域の中核病

院を ICT で繋ぎ、琉球大学医学部附属病院と病理診断等を連

携する地域中核病院数を H27 年の 2 件から H30 年までに 8 件

を目指す。 

事業の内容（当初計画） 県内のがん診療体制を集約化、がん医療提供体制の充実強化を図

るため、ICT による医療資源の効率的な活用を図り、がん医療提

供体制を担う施設備等を整備するとともに、免疫染色の集約化や

次世代の分子病理学的診断の地域で完結きる体制作りを目指す。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

ICTによる連携診断できる参加医療機関 8病院 

 

アウトプット指標（達成

値） 

ICT による連携診断した医療機関数 3 病院 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

病院の精度管理により、病理診断での一次診断診断と精度

管理した２次診断の一致率の向上 

 

（１）事業の有効性 
がん診断の均てん化に貢献できる。 
また、災害が発生した場合でも、デジタル化され、アー

カイブされている病理診断情報による診療の継続性が可能

となる。 
（２）事業の効率性 
現在、東京等の大手検査センターに委託しているものが、

沖縄県全体において、消耗品や機器の調達を一括で実施す



   

22 
 

ることで、地域完結型のがん治療方針が迅速に立てられ、

効率的な診療ができると考える。 
その他 先端医療を地域完結型で行えることは、沖縄県としては重

要な課題であり、単にコストパフォーマンスのみならず、

タイムパフォーマンスとしての効率性が得られ、特に、ICT
による遠隔迅速病理診断は、離島を抱える沖縄県では必須

の独自モデルと考えている。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.6】 

地域医療構想を実現する病床機能転換を

推進するため必要となる人材確保事業 

【総事業費】 
79,615 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県、医療機関 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 30 年 3 月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる回復期機能の医療需要への適切な

対応並びに慢性期の円滑な地域移行を支えるための人材確

保が必要。 

アウトカム指標： 

○過剰と見込まれる病床機能からの回復病床への転換（基

準年からの増加） 

○在宅（施設含む）での看取り数の増加  

事業の内容（当初計画） 急性期から在宅医療に至るまでの一連のサービスを、地域

において効率的に提供する体制を構築するために必要な人

材の確保を支援し、病床機能の分化、連携を推進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟の増

加 
○訪問診療実施医師数の増加 

アウトプット指標（達成

値） 

○平成 28 年度未実施 

事業の有効性・効率性 ○平成 28 年度未実施 

（１）事業の有効性 
 
（２）事業の効率性 
 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.7】 

地域医療構想を実現する医療介護連携を

推進する他職種連携のための研修事業 

【総事業費】 
15,831 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県、医療機関 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 30 年 3 月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる回復期機能の医療需要への適切な

対応並びに慢性期の円滑な地域移行を支えるため他職種連

携体制を構築する必要がある。 

アウトカム指標： 

○過剰と見込まれる病床機能からの回復病床への転換（基

準年からの増加） 

○在宅（施設含む）での看取り数の増加  

事業の内容（当初計画） 急性期から在宅医療に至るまでの一連のサービスを、地域

において効率的に提供する体制を構築するために必要な他

職種連携体制の構築のための研修事業等を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟の増

加 
○訪問診療実施医師数の増加 

アウトプット指標（達成

値） 

○平成 28 年度未実施 

事業の有効性・効率性 ○平成 28 年度未実施 

（１）事業の有効性 
 
（２）事業の効率性 
 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.８】 

訪問看護支援事業 

【総事業費】 
3,221 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅療養患者等に対して、在宅

医療の推進並びに在宅療養環境の整備が重要課題となって

おり、訪問看護サービスの安定的な供給を維持し、訪問看

護を必要とする者に必要な訪問看護を提供する体制の整備

が必要。 

アウトカム指標： 

在宅での死亡割合 H22 年 14%→H29 年 16.1% 

事業の内容（当初計画） 在宅医療・介護サービスの充実に向けて､訪問看護師の人

材育成と在宅ケアサービスの質向上を支援・推進するため

の拠点・支援体制整備を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問看護ステーションの増加数  

H22 年 53 ヵ所→H28 年 95 ヵ所 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問看護ステーションの増加数  

H22 年 53 ヵ所→H28 年 98 ヵ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

在宅での死亡割合の増加 H22 年 14%→H27 年 17.5% 

（１）事業の有効性 
・訪問看護ステーションの運営基盤が強化され事業所数が

増加する。 
・地域で訪問看護師の人材育成を担える仕組みづくりがで

きる。 
・利用者、家族のニーズに応える質の高い訪問看護の提供

が可能になる。 
・地域包括ケアシステムの実現に向けた訪問看護人材の確

保ができる。 
 

（２）事業の効率性 
・各保健医療圏域毎に在宅療養支援機関連携会議を開催し、
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在宅療養支援における課題について各機関が共有し、連携

しながら解決を図ることにより、地域におけるネットワー

クの構築に繋がる。 
・県全体での訪問看護ネット沖縄のホームページを展開す

ることにより、より多くの方への普及ができ、効率的な執

行ができた。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.９】 

在宅療養支援に係る看護職の実践力養成事

業 

【総事業費】 
3,900 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 琉球大学医学部附属病院 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅療養患者の増加が見込まれることから、高度

急性期から在宅まで質の高い看護が切れ目なく提供される

ために、急性期医療を担う病院看護師と在宅医療を担う訪

問看護師の連携体制の構築が必要。 

アウトカム指標： 

在宅での死亡割合 H22 年 14%→H29 年 16.1%   

事業の内容（当初計画）  在宅療養支援に必要な看護実践力養成プログラムを作成

し、急性期病院と訪問看護の相互研修（実習）を実施し連

携体制を構築すると同時に、在宅療養支援の人材育成と確

保に繋げる。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問看護ステーションの増加数  

H22 年 53 ヵ所→H28 年 95 ヵ所 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問看護ステーションの増加数  

H22 年 53 ヵ所→H28 年 96 ヵ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

在宅での死亡割合の増加 H22 年 14%→H27 年 17.5% 

（１）事業の有効性 
特定機能病院の琉大の病棟看護師の退院支援に関する技

術と知識の向上、訪問看護師及び慢性期医療機関の看護師

の最新のケア技術等知識の向上が図られ、お互いの連携体

制が構築されることにより、高度急性期から在宅看護まで

地域全体で質の高い看護が切れ目なく提供され、患者の早

期の社会復帰を進め、住み慣れた地域で安心して療養する

ことができる。 

（２）事業の効率性 
 在宅療養支援に必要な看護実践力養成プログラムを作成

し、急性期医療を担う病院看護師と在宅医療を担う訪問看
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護師の相互研修(実習）を実施することにより、連携体制を

構築すると同時に、在宅療養支援の人材育成と確保に繋げ

ることができる。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.10（医療分）】 

精神障害者地域移行・地域定着促進基金

事業 

【総事業費】 
4,956 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

入院患者の 3 分の 2 を占める長期入院精神障害者の解消

及び新たな長期入院への移行を予防するため、医療機関と

地域（保健・福祉分野）の連携体制を構築し、多職種で協

働して地域移行支援を進めていく必要がある。 

アウトカム指標：長期在院患者数の減少（H24：3,197 人→

H29：2,847 人） 

事業の内容（当初計画） ①地域での医療と福祉の連携体制を整備するためのコーデ

ィネーターを配置し、精神科医療機関と障害福祉サービ

ス事業所の接着を図る。 
②精神障害入院患者が実際に障害福祉サービス等を短期的

に利用することで、患者の退院意欲の喚起、退院後の地

域での受け入れを円滑にする。 
③医療保護入院退院支援委員会（院内委員会）に地域援助

事業者が出席し、それに対し報酬を支払った病院に対し

て補助金を交付する。 
④長期入院精神障害者の地域移行に向けた人材育成のため

に必要な研修の企画・実施。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・コーディネーターを配置する圏域数（3圏域→5圏域） 

・精神障害入院患者の事業所仮入所数（0人→増加） 

・補助金を交付する精神科医療機関数（4医療機関→増加） 

・人材育成研修実施（3回） 

アウトプット指標（達成

値） 

・コーディネーターを配置する圏域数（4圏域） 

・精神障害入院患者の事業所仮入所数（0人） 

・補助金を交付する精神科医療機関数（3医療機関） 

・人材育成研修実施（5回） 

事業の有効性・効率性  
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（１）事業の有効性 

これまで３圏域に留まっていたコーディネーターの配置

を４圏域に広げ、保健・医療・福祉の連携体制が強化され

た。また、本事業により、各病院へ補助を行うことによっ

て、入院患者の地域移行を円滑に進めるための院内委員会

の開催が促進された（H27 補助実績：125 千円→H28 補助実

績：290 千円） 

（２）事業の効率性 

地域移行・地域定着支援のためには保健・医療・福祉の

連携が重要である。本事業によって配置したコーディネー

ターにより、行政機関（保健所や市町村）及び地域援助事

業者への指導・助言、障害者自立支援連絡会議（住まい・

暮らし部会等）への出席及び病院へのフィードバックなど

を行うことで、効率的な連携が図られた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.11】 

精神科訪問看護師の質の向上のための研

修事業 

【総事業費】 
2,000 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県看護協会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

精神科訪問看護の質の向上を図り、精神疾患患者への対

応可能な訪問看護ステーションが増加することにより、精

神疾患患者の地域移行と地域定着を推進する。 

アウトカム指標：３カ月以内再入院率  

H22 年 20.4％→H29 年 17.0％   

事業の内容（当初計画） 精神科訪問看護に係る研修事業に要する経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会 年３回開催 延 90 名 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会 年３回開催 延 100 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

３カ月以内再入院率 

観察できなかった 

（１）事業の有効性 
精神疾患に対する医療の推進のため、精神科訪問看護研

修を実施し、精神疾患患者の地域移行と地域定着が推進で

きる。 
（２）事業の効率性 
精神科訪問看護の質向上により、離島を含む県内全域に

おける適切な精神科訪問看護サービスの提供できる。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.12】地域包括ケアシステムに関わる管

理栄養士リーダー育成事業（地域包括ケア

システム構築に係わる管理栄養士の育成支

援事業） 

【総事業費】 
1,982 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 
事業の実施主体 公益社団法人沖縄県栄養士会 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 今後、在宅医療の増加が見込まれ、在宅での栄養管理に

対する需要の増加が見込まれることから、在宅医療に関わ

る管理栄養士の育成が必要である。 

アウトカム指標：リーダー管理栄養士数 50 名 

事業の内容（当初計画）  在宅での栄養ケア体制を構築するため、管理栄養士のリ

ーダーとなる人材を対象とした研修事業を実施し、地域包

括ケアシステムに関わる管理栄養士リーダーを育成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・栄養士を対象とした研修会等（年８回） 

アウトプット指標（達成

値） 

・管理栄養士リーダー育成のための研修会等を 10 回開催 
① 本島研修会：171 名参加 
② 宮古島研修会：34 名参加 
③ 石垣島研修会：23 名参加 
・「地域包括ケアシステムに関わる管理栄養士リーダー

名簿」60 名分を作成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・リーダー管理栄養士の育成数 60 名 

（１）事業の有効性 
地域において管理栄養士リーダーを育成するための当

該事業を実施することで、在宅での栄養ケアを支援でき

る管理栄養士のリーダーの必要性や役割を周知し、認知

してもらうことで、管理栄養士リーダー志向の醸成のき

っかけとなりつつある。 
 

（２）事業の効率性 
公益社団法人沖縄県栄養士会による栄養士間の既存のネ 

ットワークを活用することで、事業周知や参加者募集、研
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修会を効率的に行うことができた。 
 

その他 地域医療介護総合確保基金の創設に伴い新たに実施した事

業 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.13】重度心身障害児レスパイトケア

推進事業 

【総事業費】 
1,331 千円 

事業の対象となる区域 宮古・八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

八重山圏域では、医療型の障害児サービスを行う事業所が

なく、重症心身障害児はほとんど家族の介護だけで在宅療

養をしている状況にある。日常的に介護している家族の負

担軽減を図るため、レスパイトケアを実施できる事業所の

整備が必要。 

アウトカム指標：レスパイトケア実施可能な圏域数４圏域

→５圏域 

事業の内容（当初計画） 医療的ケアの必要な重症心身障害児が在宅で療養できるよ

う、短期入所の事業所がない地域において、新たに日中一

時支援によりレスパイトケアを実施する障害福祉サービス

事業所及び医療機関に対し、経費の支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

医療的ケアが実施できる日中一時支援事業者の整備数（１

箇所） 

アウトプット指標（達成

値） 

医療的ケアが実施できる日中一時支援事業者の整備数（２

箇所） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：レスパイトケア実

施可能な圏域数４圏域→５圏域に増加した。 

（１）事業の有効性 
本事業により、八重山圏域に医療的ケアを実施できる事業

所を整備することで、当該サービスの空白地域を解消し、

県全域におけるレスパイトケアの提供体制の構築が図られ

た。 
（２）事業の効率性 
障害福祉サービス事業所及び医療機関に対し、経費の支援

を行うことで、短期入所の事業所がない地域においても、

効率的にレスパイトケアの提供体制を整備することができ

た。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.14】 

 心身障害児（者）歯科診療拡充事業 

【総事業費】 
15,510 千円 

事業の対象となる区域 中部、南部 

事業の実施主体 沖縄県、沖縄県歯科医師会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

現在、沖縄県口腔保健医療センターでの治療は、職員体制

の課題等もあり、治療申込みから診療まで２ヶ月かかる状

況となっている。 

アウトカム指標：沖縄県口腔保健医療センターの診療によ

る年間患者数（H26 5,000 人 → H31 8,000 人） 

事業の内容（当初計画） 沖縄県口腔保健医療センターの歯科治療医等の配置数を増

やし、受診機会の慢性的な不足状況の解消を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

歯科麻酔医１人、歯科衛生士１人、その他関係職員を新た

に増員する。 

アウトプット指標（達成

値） 

歯科麻酔医１人、歯科衛生士１人を増員した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：沖縄県口腔保健医

療センターの診療による年間患者数 

 

（１）事業の有効性 
 治療の申込みから診療まで２ヶ月程度かかる状況から短

縮が見られた。 
（２）事業の効率性 
 歯科医師等を増員することにより、診療までの待ち時間

が減少することで、患者数の増へと繋がった。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.15】 

地域医療支援センター運営事業 

【総事業費】 
34,101 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県全域における安定的な医療提供体制の構築を図るため、

医師の地域偏在対策を進め、各医療圏における医師充足状

況を向上させることが必要である。 

アウトカム指標：人口 10 万人対医療施設従事医師数を全国

平均比 H26:103%から H28:105%に増加させる。 

事業の内容（当初計画） 県内の医師不足の状況を把握・分析し、地域医療に従事す

る医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院の医師

確保の支援等を行うことにより、医師の地域偏在解消を図

ることを目的とした地域医療支援センターの運営を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

琉球大学地域枠医師を始めとする地域医療に従事する医師

に対するキャリア形成支援（地域枠医師等 101 名） 

アウトプット指標（達成

値） 

琉球大学地域枠医師を始めとする地域医療に従事する医

師・医学生（地域枠 101 名等）に対するキャリア形成支援

を実施 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
県内の医師不足の状況を把握・分析し、地域医療に従

事する医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院

の医師確保の支援等を行うことにより医師の地域偏在解

消の促進が見込まれる。 
（２）事業の効率性 

県内唯一の医育機関である琉球大学内にセンターを設

置することにより卒前教育の段階から地域医療に従事す

る医師のキャリア形成に関与することができ、効率的に

医師の養成・確保を図ることができる。 
 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.16】医師派遣等推進事業 【総事業費】 

1,111,459 
千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

北部及び離島においては医師の確保が困難であるため、医

師の比較的充足している医療機関から医師の派遣を促す必

要がある。 

アウトカム指標：人口 10 万対医療施設従事医師数を対全国

平均値 H26:103%→H28:105%に増加する 

比較となる指標が厚生労働省の医師・歯科医師・薬剤師調

査をもとに指標としているため現時点での確認が行えな

い。 

事業の内容（当初計画） 医療資源の重点的かつ効率的な配置を図ってもなお医師の

確保が困難な地域において、都道府県が地域医療対策協議

会における議論を踏まえ、医師派遣等を行う医療機関の運

営等に対する支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

平成 28 年度医師派遣計画達成率 90％以上 

アウトプット指標（達成

値） 

平成 28 年度医師派遣計画の達成率 97％ 

事業の有効性・効率性 対象医療機関のうち医師不足により診療科を新たに休止す

る医療機関数 

（１）事業の有効性 
沖縄県地域医療対策協議会で決定された派遣計画に基づ

き、医師不足の深刻な北部、宮古、八重山圏域の医療機関、

及び久米島への医師派遣を促し、当該地域での医療提供体

制の確保を図ることができた。 
（２）事業の効率性 
前年度に地域医療対策協議会で医師派遣計画について議論

を行い、その結果を踏まえて効率的に事業を実施すること

ができた。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.17】 

障害者歯科治療にかかる歯科医師派遣体

制構築事業 

【総事業費】 
3,786 千円 

事業の対象となる区域 八重山地区 

事業の実施主体 沖縄県、沖縄県病院事業局 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

現在、八重山病院では歯科口腔外科を標榜しておらず、障

害者等のうち、全身麻酔などで歯科治療を行う体制が整っ

ていないので、地元の方が地域で治療を受けられる体制作

りが求められている。 

アウトカム指標： 当該地区で障害者歯科治療が可能な医師

を２名（月２日）配置して年間治療者数２４件程度。 

事業の内容（当初計画） 障害者の歯科治療について体制整備が整っていない八重山

地区へ歯科医師を派遣するために必要な経費の支援を行

い、障害者が身近な地域で日常的に歯科治療を受診できる

体制の構築を図る 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

月に１回（年１２回）八重山病院に対して医師等を派遣す

る。 

アウトプット指標（達成

値） 

月に１回（年１２回）八重山病院に対して医師等を派遣す

ることができた。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

障害者治療が可能な医師を２名（月２日）配置して年間治

療患者数２４件程度 

（１）事業の有効性 
 本事業により、これまで、２年に１回しか治療機会がな

かった障害者等に対して、月に１回、必要な時に治療す

る体制を提供できるようになった。 
（２）事業の効率性 
他圏域の県立病院から定期的に歯科医師等を派遣するこ

とにより、適時適切な歯科治療を行うことができた。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.18】医師確保対策事業 【総事業費】 

51,387 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

周産期医療については過酷な勤務環境から医療スタッフの

確保が困難である。 

アウトカム指標： 

・沖縄県の人口 10 万対医療施設従事医師数（産婦人科医師）

の維持（参考：11.1 人（H26 年）） 

・人口 10 万対医療施設従事医師数（小児科医）の維持（15.5

人(H26 年)） 

事業の内容（当初計画） 産科医等及び新生児医療担当医の確保を図るため、当該診

療科の医療従事者の処遇改善に取り組む医療機関に対して

支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助対象医療機関数１増（参考：H27 年度 10 医療機関） 

アウトプット指標（達成

値） 

補助対象医療機関数３増（H28 年度 13 医療機関） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

・沖縄県の人口 10 万対医療施設従事医師数（産婦人科医師）

の維持（参考：11.1 人（H26 年）） 

・人口 10 万対医療施設従事医師数（小児科医）の維持（15.5

人(H26 年)） 

比較となる指標が厚生労働省の医師・歯科医師・薬剤師調

査をもとに指標としているため現時点での確認が行えな

い。 

（１）事業の有効性 
分娩取扱医療機関から医療従事者に対して支払う手当に

対して補助を行うことにより、産科医等及び新生児医療担

当医の処遇改善を行うことで、当該医療従事者確保の離職

防止に寄与することができた。 
（２）事業の効率性 
県内の全分娩取扱医療機関へ事業に関する通知を行い、事

業の周知に努めることで、分娩手当等を導入する医療機関

の増加を図ることができた。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.19】 

 小児専門医等研修支援事業 

【総事業費】 
1,485 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

全出生児のうち呼吸開始のために補助を要する児が約

10％いて、そのうち 1%は積極的な蘇生措置を必要とする。

しかし、産科診療所等では分娩に小児科医が立ち会わない

場合も多いことから、新生児の救命と重篤な障害を回避す

るために、分娩に立ち会う全ての医療関係者が新生児蘇生

法を習得する体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：Ａコース認定者数の増：受講者の 70%が認

定手続きを行う。 

認定者（計画：117 名、実績：93 名（64.6%） 

事業の内容（当初計画）  医療機関において、小児の救急・集中治療に習熟した小

児科医や看護師の数が不足している状況にあることから、

専門性の高い医療従事者の確保のため研修の実施を支援す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新生児蘇生法講習会を年９回開催し、200 名が受講する。 

本島７回、宮古１回、八重山１回研修会を開催する。 

アウトプット指標（達成

値） 

新生児蘇生法講習会を年８回開催し、144 名が受講した。

本島７回（133 人）、八重山１回（11 人） 

・受講希望者が少なかったため、宮古での開催を見送った。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

新生児蘇生法認定者のいる県内分娩取扱医療機関の増 

（H28 以前→不明、 H28 年→21 ヶ所/34 ヶ所 

（１）事業の有効性 
 本事業を実施したことにより、新たに 144 人の周産期医

療関係者等に新生児の救命と障害を回避する先生児蘇生法

の知識、技術を提供することができ、県内すべての分娩に

新生児蘇生法を習得した医療者が立ち会う体制が整いはじ

めた。 
（２）事業の効率性 
 県医師会に委託することにより、講師の確保、各圏域の

講習会の日程調整から周知広報、開催まで円滑に実施する
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ことが出来た。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.20】勤務環境改善推進事業 【総事業費】 
58,251 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 県内各病院、診療所 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの女医が出産、育児、介護により離職を余儀なくされ

ることから、それを防止するため、家庭と仕事の両立がで

きる働きやすい職場環境の整備を行うことで「効率的かつ

質の高い医療提供体制の構築」を図る。 

アウトカム指標：県内医療機関従事医師の女性医師割合

（19.4％→20.4％） 

事業の内容（当初計画） 出産、育児、介護による医師の離職防止及び再就業の促進

を図るため、家庭と仕事の両立ができる働きやすい職場環

境の整備を行う医療機関に対し、勤務条件の緩和による経

費(代替医師、クラークの雇用)や復職研修にかかる経費を

補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・育児や介護による離職防止のため、就労環境の改善に取

り組んでいる 15 病院に対して、当該取組みに係る経費の支

援を行う 

アウトプット指標（達成

値） 

・育児や介護による離職防止のため、就労環境の改善に取

り組んでいる 11 病院に対して、当該取組みに係る経費の支

援を行った 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：県内医療機関従事

医師の女性医師割合（平成 26 年 19.4％ → 平成 28 年不

明） 
比較となる指標が厚生労働省の医師･歯科医師･薬剤師調査

をもとに指標としているため現時点での確認が行えない。 

（１）事業の有効性 
・医師の確保が困難な診療科において、引き続き医師の確

保ができたことにより、地域医療に寄与できた。 
・勤務医の負担軽減により、提供する診療の充実につなが

った。 
・女性医師を確保できたことが、一部診療科において、患

者の安心に寄与できた。 
・求職中の医師と、求人を行っている病院とを結びつける

支援を行うことにより、再就業の促進を図ることができ、
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医師の確保・定着に資する。 
 
（２）事業の効率性 
・県内の各病院へ事業に関する通知を行うとともに、県の

ホームページにおいても案内を行うなど事業の周知に努

めることで、女性医師等の就労環境改善に取り組まれる

病院数の増加を図った。 
・県内医療機関の情報を偏ることなく、幅広く収集し、出

産・育児と医師の仕事の両方を理解していることが求めら

れること等から沖縄県医師会に相談窓口を設置した。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.21】 

新人看護職員研修事業 
【総事業費】 

40,712 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県、各医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新人看護職員の看護の質の向上及び早期離職防止を図る

ため、新人看護職員が卒後臨床研修を受けられる体制の構

築が必要。 

アウトカム指標： 

新人離職率の低下 14.5％(H21 年)→8.6％以下(H28 年) 

事業の内容（当初計画） 看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点

から、新人看護職員に対する臨床研修実施のための経費に

対する支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・新人看護職員研修実施病院：35 病院 

・新人看護職員研修「多施設合同研修」参加者数：20 名 
・新人看護職員教育担当者研修の修了者数：40 名 
・新人看護職員実地指導者研修の修了者数：40 人 

アウトプット指標（達成

値） 

・新人看護職員研修実施病院：34 施設（511 人） 
・新人看護職員研修多施設合同研修：24 名（10 施設） 
・新人看護職員教育担当者研修：修了者 46 人 
・新人看護職員実地指導者研修：修了者 62 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：新人離職率の低下

14.5％(H21 年) 

観察できなかった 

観察できた → 新人離職率の低下 7.1％(H27 年)となり

H28 目標値をすでに達成している。  

（１）事業の有効性 
新人看護研修、新人看護研修責任者等研修を実施するこ

とにより、新人看護の質の向上及び早期離職防止を図るこ

とができた。 
 
（２）事業の効率性 
新人看護研修を自施設単独で完結できない施設を対象に

多施設合同研修事業を実施したことにより、効率的な執行
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ができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No22】看護職員資質向上支援事業（看護

教員養成講習会事業・専任教員再教育事

業・潜在看護師の再就職支援事業） 

【総事業費】 
12,996 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 公益社団法人 沖縄県看護協会等 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の実現に向けて安心、安全な医療、療養環境

を構築するため、それを支える看護職の人材確保及び看護

の質向上は必須である。 

アウトカム指標：潜在看護職就職率 70％以上 

事業の内容（当初計画） 専任教員の指導力、教育力向上するための継続研修会の実

施及び臨床における実習指導者講習会を開催する。また、

潜在看護職員等の再就業の促進を図る研修開催や就業相談

等の就労支援実施。 
 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

潜在看護師支援事業 10 人 
実習指導者講習会受講者 60 名修了。専任教員再教育研修参

加 120 名 
 

アウトプット指標（達成

値） 

・潜在看護職員就職率 
（未就業者 11 名中 10 名が就職：就業率 90％） 
・看護技術トレーニング 35 回 受講者（延べ 143 名） 
・実習指導者講習会修了者 70 名 
・専任教員再教育研修受講者延べ 140 名（県外講師招聘し

2 回の研修会開催） 
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事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
本事業の実施により、県内の潜在看護職員が、看護に必

要な技術をトレーニングし、最新の知識･技術を習得するこ

とで安心して復職へと繋ぐことができた。また、実習指導

者講習会や専任教員再教育研修事業により、基礎看護教育

に重要な、臨地実習の教育能力・指導力及び看護師養成学

校の教員の資質向上に寄与することができた。 
 （２）事業の効率性 
潜在看護師の再就職支援事業、実習指導者講習会におい 

ては、看護職に就業状況（求人・求職）や研修事業等に精

通し実績のある県看護協会に委託することで、効率的な執

行ができたと考える。 
専任教員再教育研修会においても、委託先である看護学

校教育協議会と、連絡会議等で研修計画、研修内容を共に

検討、連携することで、有意義な研修会を開催することが

できた。  

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.23】看護師等養成所運営補助事業 【総事業費】 

141,309 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 各看護学校 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題となっている状

況の中で、看護職員は今後も不足することが見込まれ、そ

の安定的な確保と質の向上は重要な課題となっている。 

アウトカム指標：看護師等養成所卒業者の県内就業率 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所における教育内容の向上を図るため、専任

教員の配置や実習経費など養成所の運営に対する支援を行

う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師等養成所への補助件数（５カ所） 

アウトプット指標（達成

値） 

看護師等養成所への補助件数（５カ所） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：看護師等養成所卒

業者の県内就業率の上昇 64.9％(H26 年)  

観察できなかった 

観察できた → 県内の看護師等養成所卒業者の県内就職

率は 64.9%(H26)→72.3%(H28)となり、目標を達成した。 

（１）事業の有効性 
民間看護師養成所の運営費を助成することにより、教育

内容を充実させることができ、質の高い看護師の養成と安

定した看護職者の供給体制の確保につながったと考えてい

る。 
（２）事業の効率性 
対象経費や基準額は従来の国庫補助事業と変更はないた

め、スムーズに効率よく事業が執行できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  
事業名 【NO.24】 

 看護師等養成所教育環境整備事業 

【総事業費】 
12,323 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 各看護学校 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題となっている状

況の中で、看護職員は今後も不足することが見込まれ、そ

の安定的な確保と質の向上は重要な課題となっている。 

アウトカム指標：看護師等養成所卒業者の県内就業率 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所において、教育環境を整備するために必

要な備品の購入や、演習室の整備に係る経費に対して補助

を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師等養成所への補助件数（５カ所） 

アウトプット指標（達成

値） 

看護師等養成所への補助件数（５カ所） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：看護師等養成所卒

業者の県内就業率の上昇 64.9％(H26 年)  

観察できなかった 

観察できた → 県内の看護師等養成所卒業者の県内就職

率は 64.9%(H26)→72.3%(H28)となり、目標を達成した。 

（１）事業の有効性 
民間看護師養成所において、看護師に求められる実践能

力を身につけるためには、臨床現場を疑似体験できる教育

環境を整えることが重要であるが、モデル人形などの教育

用具等を整備する際に助成を行うことで教育の充実を図

り、質の高い看護師の養成ができたと考えている。 
（２）事業の効率性 
 それぞれの看護師養成所において、教育環境を整備する

ために現在必要な備品・演習室の整備に助成することで、

効率よく教育の充実を図ることができた。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.25】 

短時間正規雇用等多様な勤務形態導入支援

事業 

【総事業費】 
5,419 千円 

事業の対象となる区域 北部・中部・南部・宮古・八重山 

事業の実施主体 沖縄県  

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員の確保・勤務環境の改善等、看護職の離職率の低

下や人材の定着を推進する。 

アウトカム指標：病院看護実態調査における離職率 10％以

下 新人離職率 7％以下 

事業の内容（当初計画） 短時間正規雇用など多様な勤務形態等の導入推進を図るた

め、ワークライフバランス推進委員を施設へ派遣し、看護

業務の効率化や職場風土改善の啓発、具体的な改善への支

援相談や研修等を行う。また、ワークショップを開催し、

WLB 推進事業に参加した施設の状況報告を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

WLB 推進参加施設 3 箇所。ワークショップ参加数 150 名

以上 
アウトプット指標（達成

値） 

看護職者数 20,047 人（H28 年看護職業務従事者届） 

WLB 推進参加施設 3 箇所。ワークショップ参加数 240 名 

平成 27 年度看護職の離職率（10.1％） 新人離職率（5.7％） 
全国（10.8％）       全国（7.5％） 

平成 28 年度看護職の離職率（12.5％）新人離職率（7.1％） 
全国（10.9％）          （7.8％） 

前年度及び全国と比べ、看護職（常勤換算）離職率が増加。

新人離職率については、全国よりは低いが前年度より増加

となっている。  
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事業の有効性・効率性 （１） 事業の有効性 
看護職のワークライフバランス（WLB）推進ワークショ

ップの実施や WLB インデックス調査を実施することで、

医療施設看護職の労働環境改善への啓発に向け働き続けら

れる職場作りのための知識、技術の習得への支援は行えて

おり、WLB 推進事業の参加施設においては、働き方の意識

改革や年休取得率も増加したとワークショップでの報告も

挙がっており、ワークショップへの参加者数も増加してい

る。しかし、平成 28 年度離職率及び新人離職率が前エンド

より増加していることから、現状分析を図り、支援内容や

方法の再構築の必要性がある。 
（２）事業の効率性 
委託先である沖縄県看護協会は看護師就労支援事業等も

実施しており、実績もある。各医療機関や雇用機関との連

携を図り事業を推進することで効率的な執行ができてい

る。現在 11 人の WLB 推進委員にて、3 人を 1 グループと

して、年間 2～3 施設の訪問をしている。支援施設において

は、事業の有効性は高められているので、WLB 事業への参

加施設の増加や小規模の施設まで支援が可能な内容を検討

する必要がある。 
 

その他 平成 28 年度の県内離職率のデータを基に、現状把握し、離

職の背景要因を踏まえ、WLB 事業推進について支援を拡大

していく必要がある。また、医療機関として病院だけでは

なく、診療所や福祉施設など地域で就業を継続できるため

の支援の構築など、WLB 推進委員会の有識者の会議等で検

討し、離職率低下に向けた事業の再構築を図っていく。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  
事業名 【NO.26】 

 島嶼・へき地の地域包括ケアシステム構

築支援事業 

【総事業費】 
5,725 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題となっている

状況の中で、在宅サービス基盤の弱い離島へき地において

は本島と同様の方法での地域包括ケアシステムの構築は難

しく、小規模離島に特化したしくみづくりが必要である。 

アウトカム指標：・在宅等療養患者の看取り（在宅死）割

合（14％→16.1％） 

事業の内容（当初計画） 小さな島々で暮らす人々にも、社会保障制度改革推進法

のもとで地域包括ケアシステムが構築できるよう、島嶼・

へき地の保健医療福祉職者の研修プログラムを開発・実

施・評価し、人材の育成を図るとともに、地域の実情に応

じた地域包括ケアの支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

支援を行う町村数（２カ所） 

アウトプット指標（達成

値） 

支援を行った町村数（２カ所） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護人材が支援を

行った町村で地域ケアサービス数が１つ以上増加している

こと。島で育成した介護人材が２人以上介護サービスに従

事していること。 

観察できなかった 

観察できた → ２つの町村で住民会議での話し合いでサ

ービス数２つ以上及び介護人材 10 名以上が誕生した。     

（１）事業の有効性 
住民会議を中心として、島の課題を解決するために地域

ケアが誕生している。また、在住介護サービスを誕生させ

るためには、島ごとの介護人材の育成が前提である。介護

人材の育成は進行しており、今後その人材を活かした介護

サービスの開設が期待できる。 
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（２）事業の効率性 
  住民の参加による地域ケアは、行政主導の事業と異なり住

民の必要性から発生したものであり、事業の継続性と発展

性に可能性がある。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.27】 
特定町村人材確保対策事業 

【総事業費】 
3,883 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

離島へき地で必要な人材を確保することが困難な特定町

村に対して、地域保健法に基づき、県が人材確保支援計画

を策定するとともに、これに基づき人材の確保を推進し、

離島等小規模町村における地域保健対策の円滑な実施を図

る必要がある。 

アウトカム指標： 

特定町村の保健師不足数（H24 年 5 人→H28 年 0 人） 

事業の内容（当初計画） ・離島保健活動体験セミナーの実施 

・潜在・退職保健師の人材バンク事業の実施 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

保健師を希望する学生の離島体験セミナーの実施： 

2 回（参加者人数 9人） 

アウトプット指標（達成

値） 

保健師を希望する学生の離島体験セミナーの実施： 

1 回（参加者人数 6人） 

＊2回予定していたが、1回は天候不良の為中止となった。 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

特定町村の保健師不足数（H24 年 5 人→H28 年 4 人） 

 

（１）事業の有効性 
離島における保健活動体験セミナーを実施することによ

り、離島における保健活動に関心を寄せる学生が増える。

又退職保健師・潜在保健師の人材バンク事業を実施するこ

とにより、保健師不在となっている村へスポット的に人材

紹介ができる。 
（２）事業の効率性 
各特定町村単位でなく、県全体で実施することにより、3 

大学への体験セミナーの周知や人材バンク事業が効率的に 
できる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.28】 

県内就業准看護師の進学支援事業 

【総事業費】 

5,296 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

沖縄は平成 26 年３月で、県内の准看護師養成が終了し、さ

らに准看護師の進学コースである２年課程も平成28年３月

に閉課する。そのため県内の准看護師が看護師の資格を取

るには県外の２年課程または通信制の学校に進学する必要

があるが、准看護師として既に就業している者が多いため、

ほとんどは通信制での看護師資格取得を希望している。 

 

アウトカム指標：平成 27 年度 12 名から県内就業看護師の

15 名程度の増加 
 

事業の内容（当初計画） 通信制で学ぶ准看護師への県外の看護学校へのスクリーニ

ングのための旅費等を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内就業准看護師の２年通信課程受講者が約５０名増加 

アウトプット指標（達成

値） 

本事業を活用し、２年通信課程を受講した県内就業准看護

師が６３名。 

事業の有効性・効率性 平成２７年度からの補助事業であるため、昨年度は補助対

象者の内、最終学年者のみの実績（試験に合格し看護師と

なった者）にとどまったが、平成２８年度は昨年に引き続

き事業を活用している准看護師がいるため、昨年度以上の

県内就業看護師の増加が見込まれる。 

 

（１）事業の有効性 
平成２７年４月より県内の２年課程（准看護師が看護

師になるための課程）は募集を停止していることから、

本事業の実施により県内で就業している准看護師にお

いて、進学が促進された。 
（２）事業の効率性 
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   県内就業准看護師が在籍する２年通信課程の養成校

に事業を周知する事で、昨年度に事業を活用した学生

が引き続き事業を活用する事と、新規の事業対象者に

効率的に事業の活用を促した。 
 

その他 地域医療介護総合確保基金の創設に伴い新たに実施する事

業 

  



   

59 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.29】勤務環境改善推進事業【医療勤務

環境改善推進事業】 

【総事業費】 
3,776 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図る

取組が必要。 

アウトカム指標：アウトカム指標：人口 10万人対医師数の

全国平均値との比較（102%→105%） 看護職員の不足数（694

人→198 人） 

事業の内容（当初計画） 勤務環境改善に取り組む医療機関に対し、総合的・専門的

な支援を行うために設置される「医療勤務環境改善支援セ

ンター」を運営するための経費に対する支援を行う。 

具体的な支援センターが行う事業としては、 

・勤務環境改善計画を策定する医療機関を支援することを

目的に、勤務環境マネジメント導入支援事業を行う。 

・医療機関における課題、必要な支援策等を検討するため

アンケート調査事業を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・改善計画策定支援 １医療機関以上 

・アンケート回収率 70% 

アウトプット指標（達成

値） 

・改善計画策定支援 ２医療機関 

・アンケート回収率 72% 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

（１）事業の有効性 
導入支援事業やアンケート調査を実施することで、支援

センターの役割の周知、医療分野の勤務環境改善に対する

関心を高めることができた。 
（２）事業の効率性 
関係機関や関係団体が連携し、専門家（社労士、医業経

営コンサルタント）による支援体制を構築することで、ワ

ンストップ性を発揮した効率的な支援が図られる。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に係る事業 
事業名 【NO.30】 

小児救急医療体制整備事業 
【総事業費】 
30,071 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児を含む救急医療は不採算性が高いため、小児救急を実

施する医療施設に対し補助を行い、救急医療体制の安定的

確保を図る必要がある。 

アウトカム指標：小児人口 10 万人対小児科医師数（80.8 人

→95 人） 

事業の内容（当初計画）  小児救急医の負担を軽減するため、小児科を標榜する病

院等が輪番制方式若しくは共同利用型方式により、又は複

数の二次医療圏による広域を対象に小児患者を受け入れる

ことにより、休日・夜間の小児救急医療体制を整備するた

めに必要な医師、看護師等の医療従事者の確保に必要な経

費及び「小児救急医療拠点病院」の運営に必要な経費に対

する支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児救急医療体制の確保 

アウトプット指標（達成

値） 

○次の病院へ、夜間及び休日の小児救急医療に係る運営費

の補助を実施し、夜間及び休日の小児救急医療体制の確

保を図った。 

 ・県立北部病院 

 ・那覇市立病院 

 ・県立宮古病院 

 ・県立八重山病院 

事業の有効性・効率性 小児救急医療体制を確保できた。 

（１）事業の有効性 
他県と同様に、本県においても小児科医の確保は困難な

状況であり、小児救急医療を実施する病院は限られている。 

そのような中でも、県内の各二次医療圏において、体制が

手薄になりやすい夜間や休日の小児救急医療体制を確保す

ることが出来る。 
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（２）事業の効率性 
夜間や休日の小児救急医療体制が、特定の二次医療圏に

偏ること無く、県内の全ての二次医療圏において確保する

ことが出来る。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に係る事業 
事業名 【NO.31】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費】 
13,595 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児科医及び救急医療従事者の加重負担の要因となって

いる、夜間の軽症な小児救急患者の受診を抑制する必要が

ある。 

アウトカム指標：乳幼児の救急搬送者の軽症率（81.5%→

75％） 

事業の内容（当初計画）  小児科医の負担を軽減するため、地域の小児科医等によ

る夜間の小児患者の保護者等向けの電話相談体制の質の向

上を図り、薬に関する相談にも対応できるよう薬剤師会と

の連携構築等、小児救急電話相談事業の拡充・強化に必要

な経費を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談者の夜間の小児救急受診率 25%以下 

アウトプット指標（達成

値） 

 地域の小児科医等による、夜間の小児患者の保護者等向

けの電話相談を県内域を対象として実施した。 

・実施時間 午後 7時から午後 11 時まで（4時間） 

・実施日 362 日（暴風警報発令等により 3日間休止） 

・相談件数 7,749 件 

・相談者の夜間の小児救急受診率 20.5% 

事業の有効性・効率性 観察できなかった 

（１）事業の有効性 
 相談者のうち約８割が、夜間の小児救急受診を見送って

いることから、小児科医の負担軽減に一定の役割を果たし

ていると考えられる。 
（２）事業の効率性 
 小児科医や関係団体が出席する電話相談事業に関する協

議会を定期的に開催し、問題点の把握やその改善方法等を

検討し、効率的な執行に努めている。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32】  
薬剤師確保対策事業 

【総事業費】 
1,497 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県薬剤師会 

事業の期間 平成 28 年 6 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

沖縄県内には薬科系大学が無く、全国的にも薬剤師不足

であり、島嶼県では更に厳しい状況であるため、県内の医

療提供サービスの供給体制を確保するため、県内の薬剤師

の確保を図る。 

アウトカム指標：県内薬剤師数の増加（人口 10 万人対薬剤

師数 H26：131.0 人→H30：170 人）。 

事業の内容（当初計画） 全国の薬剤師に沖縄県の多くの求人案内が伝わるよう、

昨年度に引き続き、薬剤師向け専門誌・雑誌に求人広告の

掲載を実施する。また、事業を推進するため、沖縄出身の

薬学生が多く在籍する大学へ出向き、パンフレット等を用

いた就職斡旋を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

薬科系大学での就職斡旋数の増加（H27:4 回→H28:8 回） 

アウトプット指標（達成

値） 

薬科系大学での就職斡旋数（1回） 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：人口 10 万人対薬剤

師数 H26：131.0 人→H28：不明 
隔年で実施する厚生労働省の医師・歯科医師・薬剤師調査

を指標としているため、現時点での確認が行えない。 
（１）事業の有効性 

昨年度に引き続き薬剤師向け専門誌・雑誌に求人広告を

掲載したことで、全国の薬剤師又は薬学部生に広く沖縄県

の薬剤師の求人案内を伝えることができた。 

また、大学で就職ガイダンスを開催し、県内の薬剤師の

現状を含めた説明を行ったことで、求人情報をより広く周

知できた。 

（２）事業の効率性 

全国紙および薬剤師向け専門誌・雑誌を使用することで、

短期間に効率よく沖縄県の薬剤師の求人案内を伝えること

ができた。 

また、就職ガイダンスで直に薬学生へ説明を行うことで、
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きめ細かい情報提供ができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.33】 

休日・夜間の薬局体制整備事業 

【総事業費】 
3,653 千円 

事業の対象となる区域 南部 

事業の実施主体 沖縄県薬剤師会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

沖縄県薬剤師会において、県立南部医療センター・こども

医療センター前の会営薬局にて、休日・夜間に受診した患

者に対して調剤を行っており、安定的に薬を提供できる体

制を整備するため、輪番制薬剤師を確保する必要がある。 

アウトカム指標：輪番制薬剤師数の増加 

（20 人→40 人） 

事業の内容（当初計画） 休日・夜間に営業する会営薬局の従事する輪番薬剤師に対

し、職員手当を増額して支給する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

職員手当支給薬剤師数を増やすことで、輪番薬剤師数の増

加を図る。（20 名→40 名） 

アウトプット指標（達成

値） 

輪番薬剤師数（20 名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：輪番薬剤指数の増

加→観察出来なかった。 

既存の輪番薬剤師の退職及び新規登録があったが、最終的

に数の増減は無かった。 

（１）事業の有効性 
最終的に輪番薬剤師数の増加は無かったが、新規登録者も

あったため、職員手当の増額は一定の効果があると思われ

る。また、新聞広告へ救急薬局として掲載し、休日・夜間

薬局について県民に対し周知を行った。輪番薬剤師数の増

加は無かったが、県民への周知の結果、受付処方箋枚数が

増加し、休日・夜間における医薬品の供給体制の整備につ

ながった。 

（２）事業の効率性 
今後も引き続き職員手当の増額を行うことで輪番薬剤師の

増加も期待出来る。 
その他  
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３．事業の実施状況 

 
平成28年度沖縄県計画に規定した事業について、平成28年度終了時における事業の実施状

況を記載。 

 
事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【NO.１】沖縄県介護施設等整備事業 【総事業費】 

784,048 千円 

事業の対象となる区域 北部圏域、中部圏域、南部圏域 

事業の実施主体 市町村、社会福祉法人等 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービ

ス施設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応

じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

地域密着型サービス施設等の整備。 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

小規模多機能型居宅介護事業所  116 人／月分（４カ所） 

認知症高齢者グループホーム     45 床（５カ所） 

認知症対応型デイサービスセンター  12 人（１カ所） 

看護小規模多機能型居宅介護   125 人／月分（５カ所） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所    ２カ所 

地域包括支援センター               ７カ所 

 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支

援を行う。 

 

 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に

対して支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービ

ス施設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応

じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

・小規模多機能型居宅介護事業所 
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 1,741 人／月分（74 カ所） → 1,857 人／月（78 カ所） 

・認知症高齢者グループホーム 

 933 床（104 カ所） →  978 床（109 カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護 

 25 人／月分（１カ所） → 150 人／月（６カ所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 １カ所 → ３カ所 

・地域包括支援センター  59 カ所 → 66 カ所 

・プライバシーに配慮した多床室改修 170 床（２施設） 

アウトプット指標（達成

値） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 29 床（1カ所） 

・認知症高齢者グループホーム 

 45 床（4カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 29 人／月分（1カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 25 人／月分（1カ所） 

・プライバシーに配慮した多床室改修 164 床（2施設） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、地

域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する

ことができた。 

 

（２）事業の効率性 

調達方法や手続について行政の手法を紹介することで一

定の共通認識のもとで備品購入等に係る契約を行い、調達

の効率化が図られた。 

その他  

 
 


